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  平成 28 年 11 月末日現在 

気 仙 沼 市 
 

データで見る復興の状況 
 

【人口／世帯 等】 
人口・世帯数（各月末日現在） 

 

平成 23 年※ 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 

２月 ８月 ２月※ ８月 ２月 ８月 ２月 ８月 

人口 

（人） 
74,247 70,561 69,986 69,476 69,089 68,642 68,260 67,826 

男 

（人） 
35,950 34,151 33,879 33,545 33,419 33,285 33,148 32,967 

女 

（人） 
38,297 36,410 36,107 35,931 35,670 35,357 35,112 34,859 

世帯数 

(世帯) 
26,601 25,607 25,555 25,630 25,670 25,835 25,879 26,036 

※外国人登録者数は含まない。 

外国人登録者数：平成 23年 2 月 人口 464 人（男 40 人，女 424 人） 世帯数 402 世帯 

平成 23 年 8 月 人口 247 人（男 29 人，女 218 人） 世帯数 209 世帯 

平成 24 年 2 月 人口 264 人（男 37 人，女 227 人） 世帯数 225 世帯 

 

平成 27 年 平成 28 年 
 

（参考）国勢調査人口 

２月 ８月 11 月 2 月 ８月 11 月 
  

平成22年 平成 27 年 

人口 

（人） 
67,561 66,991 66,792 66,604 66,101 65,975 

 人口 

（人） 
73,489 64,988 

男 

（人） 
32,816 32,570 32,470 32,397 32,154 32,084 

 男 

（人） 
35,197 31,772 

女 

（人） 
34,745 34,421 34,322 34,207 33,947 33,891 

 女 

（人） 
38,292 33,216 

世帯数 

(世帯) 
26,070 26,206 26,232 26,235 26,349 26,376 

 世帯数 

(世帯) 
25,457 24,152 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※H21 年 2 月から 8 月までは気仙沼市と 

旧本吉町の人口等の合算値 

震災発生 
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【応急仮設住宅の状況 等】 
応急仮設住宅等入居状況 当初建設戸数 93 団地 3,504 戸 うちグループホーム 45戸 

現時点の戸数 81 団地 3,289 戸 うちグループホーム 0戸 

 

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 

1月 18日※ 3 月末 9 月末 3 月末 9 月末 3 月末 9 月末 

入居戸数(戸) 
【入居(当初建設戸数比)】 

3,360 
【95.9％】 

3,358 
【95.8％】 

3,278 
【93.6％】 

3,216 
【91.8％】 

3,101 
【88.5％】 

2,974 
【84.9％】 

2,872 
【81.2％】 

入居世帯数 

(世帯) 
3,155 3,162 3,094 3,037 2,914 2,793 2,695 

入居者数(人) 8,288 8,256 7,972 7,704 7,027 6,629 6,294 

 ※入居者数が最も多いとき 

 

 

平成 27 年 平成 28 年 

3 月末 9 月末 11 月末 3 月末 9 月末 11 月末 

入居戸数(戸) 
【入居(当初建設戸数比)】 

2,737 
【78.1％】 

2,506 
【71.5％】 

2,351 
【67.1％】 

2,178
【62.1】 

1,725 
【49.2％】 

1,403 
【40.0％】 

入居世帯数 

(世帯) 
2,559 2,344 2,193 2,035 1,612 1,303 

入居者数(人) 5,922 5,449 5,106 4,653 3,545 2,870  

 

民間賃貸（みなし仮設）の状況（気仙沼市申請受付分） 

 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 

1月 31日※ 3 月末 9 月末 3 月末 9 月末 3 月末 9 月末 

件 数(件) 1,602 1,556 1,467 1,331 1,198 1,104 937 

入居者数(人) 4,737 4,605 4,320 3,906 3,488 3,165 2,413 

※入居者数が最も多いとき 

 

 

※平成 28年 9月分データは，県内他市町公営住宅及び他県分を含む。 

（平成 28年 3月末分までは市内分のみの件数） 

 

平成 27 年 平成 28 年 

3 月末 9 月末 10 月末 3 月末 9 月末 10 月末 

件 数(件) 852 751 709 616 847 807 

入居者数(人) 2,147 1,915 1,801 1,528 1,955 1,873 
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【住宅再建】 
  本市の着工新設住宅の状況 

 
平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

平成 28 年度 

（10 月まで） 

戸数

（戸） 
147 326 595 728 1,264 1,933 799 

 
  
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

出典：建築着工統計データファイル（財団法人建設物価調査会） 
 

 

被災者生活再建支援金加算支援金申請件数       (平成 28 年 11 月末現在) 

基礎支援金申請件数 A 加算支援金申請件数 B 加算支援金申請率 B/A 

8,053 件  4,208 件  52.3% 
   ※生活再建支援金は、住宅に著しい被害を受けた世帯に対し、住宅の被害の程度に応じて「基礎 

支援金」、住宅の再建した場合にその方法に応じて「加算支援金」が支給されます。 
   ※申請期間は「基礎支援金」が平成 29年４月 10日まで、「加算支援金」が平成 30年４月 10日 

までです。 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

 

 

 

  

 

震災発生 

本市の着工新設住宅の推移（月平均） 
戸 

被災者生活再建支援金加算支援金 

申請件数の推移（累計） 
件 
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  がけ地近接等危険住宅移転事業の申請状況(平成 24 年 7月 10 日～平成 28 年 11 月 30 日) 

 

申請受付状況 承認済件数 

件数 
申請額計 

（千円） 

申請額平均 

（千円） 
件数 

申請額計 

（千円） 

申請額平均 

（千円） 

計 1201 2,080,028      

内

訳 

除却費等 1102 195,130 177    

建物分利子補給 459 1,614,101 3,517 1169 2,075,186 1,775 

土地分利子補給 170 225,214 1,325    

造成分利子補給 108 45,583 422    
 

 ※ 除却費及び各利子補給を選択し、重複して申請できるため、件数については計と一致しません。  
 

  住宅再建に係る独自支援の申請状況(平成 24 年 10 月 22 日～平成 28 年 11 月 30 日)   

 

補助 

想定 

件数 

申請受付状況 承認済件数 

件数 
申請額計 

（千円） 

申請額 
平 均 
（千円） 

件数 
申請額計 

（千円） 

申請額 
平 均 
（千円） 

計 4,208 2874 2,883,476   2,822 2,876,716   

内

訳 

１号 300 206 318,305 1,545 206 318,305 1,545 

２号 621 371 777,361 2,095 369 777,361 2,106 

３

号 

住宅再建補助 2,187 1706 1,701,676 997 1702 1,701,676 999 

移転費補助 1,100 591 86,134 145 545 79,374 145 
 
  ※市では、東日本大震災において同じような被災状況であっても、住宅再建支援施策の対象とな

る方と対象とならない方がいることを踏まえ、独自支援を行っています。 
※制度見直しにより、既受付 1号、2号適用者で、3号適用の追加補助申請があったものについ 
 ては 3号に数値を移動しました。 

 

１
号 

災害危険区域内被災者の住宅再建 
（災害危険区域指定日前に市内の 
災害危険区域外 に再建） 

７８６万円 
（利子等補助） 

建 物・・・・・・・４４４万円 
土 地・・・・・・・２０６万円 
敷地造成・・・・・・・・５８万円 
除却・移転・・・・・・・７８万円 

災害危険区域内被災者の住宅再建 
（災害危険区域指定日前に市外に
再建） 

１００万円 
（利子等補助） 

建  物・・・・・・・１００万円 
土地・敷地造成・・・・・５０万円 
除却・移転・・・・・・・２０万円 

５０万円 
（再建補助） 

建物・土地・敷地造成・・５０万円 
除却・移転・・・・・・・２０万円 

災害危険区域内被災者の住宅再建
（災害危険区域指定日前に市内の 
災害危険区域内に再建または修繕） 

１００万円 
（利子等補助） 

建  物・・・・・・・１００万円 
土地・敷地造成・・・・・５０万円 
除却・移転・・・・・・・２０万円 

５０万円 
（再建補助） 

建物・土地・敷地造成・・５０万円 
除却・移転・・・・・・・２０万円 

２
号 

災害危険区域外被災者の住宅再建
（市内の災害危険区域外に再建） 

４５７万円 
（４４４万円） 
（利子等補助） 

建  物・・・・・・・４５７万円 
（４４４万円） 

土地・敷地造成・・ ２６５.７万円 
（２６４万円） 

除却・移転・・・・・・・２０万円 

３
号 

制度未利用被災者の住宅再建 
（市内の災害危険区域外に再建） 
※被災者生活再建支援金加算支援
金及び応急修理補助金を控除 

建築・取得の場合 
２００万円 
（再建補助） 

建  物・・・・・・・２００万円 
土地・敷地造成・・・・１００万円 
除却・移転・・・・・・・２０万円 

修理の場合 
１００万円 
（再建補助） 

建  物・・・・・・・１００万円 
土地・敷地造成・・・・・５０万円 
除却・移転・・・・・・・２０万円 

災害公営住宅への入居時の移転費
補助 

２０万円 
（実費補助） 

移  転・・・・・・・・２０万円 

※ 消費税が５％時に契約した場合は（ ）の金額となります。 
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防災集団移転促進事業 
整備予定総地区数・総区画数：38地区・910 区画 

年度 
引き渡し予定・引き渡し

済み団地数 
引き渡し予定・引き渡し

済み区画数 
全体区画数に占める 

割合 

平成 25 年度 1 団地 6 区画 0.6％ 

平成 26 年度 9 団地 117 区画 13.5％ 

平成 27 年度 32 団地 733 区画 94.1％ 

平成 28 年 11 月まで 5 団地 39 区画 98.4％ 

平成 29 年度 1 団地 15 区画 100％ 

※表内の団地数については、同一団地で引き渡し年度が複数に分かれる場合があることから、 
 全団地数の 46 団地と合致しません。 
※建築完了戸数：490 戸（平成 28年 11 月末時点） 
 

申請状況(平成 24 年 7月 10 日～平成 28 年 11 月 30 日) 

 

申請受付状況 承認済件数 

件数 
申請額計 

（千円） 

申請額平均 

（千円） 
件数 

申請額計 

（千円） 

申請額平均 

（千円） 

計 738 2,412,296   738 2,412,296   

内

訳 

除却費等 689 125,897 183 689 125,897 183 

建物分利子補給 610 2,151,339 3,527 610 2,151,339 3,527 

土地分利子補給 103 94,191 914 103 94,191 914 

造成分利子補給 97 21,990 227 97 21,990 227 

フェンス設置補助 32 18,879 590 32 18,879 590 

 
 
災害公営住宅整備事業 
整備予定総地区数・総戸数 28 地区・2,129 戸（市街地部 13 地区・1,327 戸 郊外部 15地区・802 戸） 

年度 
引き渡し予定・引き渡し

済み地区数 
引き渡し予定・引き渡し

済み戸数 
全体戸数に占める割合 

平成 26 年度 2 地区 185 戸 8.7％ 

平成 27 年度 12 地区 496 戸 32.0％ 

平成 28 年度 19 地区 1273 戸 91.8％ 

（うち 11月まで） （16地区） （895 戸） （74.0％） 

平成 29 年度 3 地区 175 戸 100％ 

※表内の地区数については、同一地区で完成年度が複数に分かれる場合があることから、 
 全体地区数の 28地区と合致しません。 
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【産業／雇用】 
気仙沼市魚市場水揚状況 

 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 

数量(トン) 
H22 年比(％) 

103,609 
( － ) 

28,099 
(27.12) 

57,676 
(55.67) 

61,785 

(59.63) 

79,011 
(76.26) 

76,840 
(74.16) 

金額(千円) 
H22 年比(％) 

22,500,409 
( － ) 

8,525,805 
(37.89) 

14,295,509 
(63.53) 

15,654,658 

(69.57) 

17,050,229 
(75.78) 

21,267,825 
（94.52) 

 

 【参考】 各年11月時点での比較 

 
H22 年 11 月 H23年11 月 H24 年 11 月 H25 年 11 月 H26 年 11 月 H27 年 11 月 

数量(トン) 
H22 年比(％) 

97,857 

( - ) 

25,998 

(26.57) 

55,232 

(56.44) 

60,060 

(61.37) 

75,120 

(76.77) 

71,987 

(73.56) 

金額(千円) 
H22 年比(％) 

21,192,246 

( - ) 

7,998,165 

(37.74) 

13,649,134 

(64.41) 

15,001,938 

(70.79) 

16,154,484 

(76.23) 

20,345,521 

(96.00) 

 

 
H28 年 11 月 

数量(トン) 
H22 年比(％) 

69,027
（70.54) 

金額(千円) 
H22 年比(％) 

18,783,035 
(88.63) 

 

有効求人数・有効求職者数・有効求人倍率（気仙沼公共職業安定所管内） 

 
平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 

２月 ５月※1 ８月 ２月 ８月 ２月 ８月 ２月 ８月 

有効求人数（人） 1,019 1,069 1,800 2,229 2,240 2,556 2,375 2,713 2,611 

有効求職者数（人） 1,778 6,169 4,835 4,042 2,515 1,753 1,422 1,730 1,335 

有効求人倍率 0.57 0.17 0.37 0.55 0.89 1.46 1.67 1.57 1.96 

就職件数（件） 195 240 306 257 312 259 214 220 201 

有効求職者数に対する 

就職決定件数の割合 
10.97% 3.90% 6.33% 6.36% 12.41% 14.77% 15.05% 12.72% 15.06% 

雇用保険の 

被保険者数（人） 
18,286 11,348 12,944 14,574 15,695 16,175 16,705 16,777 17,118 

※1 有効求人倍率が最も低いとき   

 

 
平成２７年 平成２８年 

２月 ８月 １０月 12 月※2 ２月 ８月 １０月 

有効求人数（人） 2,422 2,168 2,297 2,225 2,515 2,160 2,141 

有効求職者数（人） 1,443 1,292 1,117 984 1,417 1,102 1,035 

有効求人倍率 1.68  1.68  2.06  2.26  1.77  1.96  2.07  

就職件数（件） 190 186 181 144 232 152 156 

有効求職者数に対する 

就職決定件数の割合 
13.17% 14.40% 16.20% 14.63% 16.37% 13.79% 15.07% 

雇用保険の 

被保険者数（人） 
17,227 17,582 17,682 17,723  17,634  17,926  17,931  

※2 有効求人倍率が最も高いとき 
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平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 

２月 ５月※1 ８月 ２月 ８月 ２月 ８月 ２月 ８月 

事
務
的
職
業 

有効求人数（人） 71 57 93 127 183 202 165 192 151 

有効求職者数（人） 270 742 640 580 405 323 270 330 293 

有効求人倍率 0.26 0.08 0.15 0.22 0.45 0.63 0.61 0.58 0.52 

製
造
の
職
業 

有効求人数（人） 133 126 186 269 408 423 338 304 343 

有効求職者数（人） 242 1,654 1,296 1,147 631 247 134 143 121 

有効求人倍率 0.55 0.08 0.14 0.23 0.65 1.71 2.52 2.13  2.83 

う
ち
食
料
品 

有効求人数（人） 73 55 104 133 210 235 ― ― ― 

有効求職者数（人） 156 1,332 1,025 935 472 155 ― ― ― 

有効求人倍率 0.47 0.04 0.1 0.14 0.44 1.52 ― ― ― 

土
木
の
職
業 

有効求人数（人） 22 90 152 115 56 193 119 88  96 

有効求職者数（人） 29 80 76 85 84 86 54 89  56 

有効求人倍率 0.76 1.13 2 1.35 0.67 2.24 2.2 0.99 1.71 

運
輸･

通
信
の
職
業 

有効求人数（人） 33 50 81 104 102 117 ― ― ― 

有効求職者数（人） 61 267 161 125 75 54 ― ― ― 

有効求人倍率 0.54 0.19 0.5 0.83 1.36 2.17 ― ― ― 

 

 
平成２７年 平成２８年 

２月 ８月 １０月 12 月※2 ２月 ８月 １０月 

事
務
的
職
業 

有効求人数（人） 164 102 113 106 185 125 126 

有効求職者数（人） 338 279 279 232 331 278 262 

有効求人倍率 0.49 0.37  0.41  0.46  0.56  0.45  0.48  

製
造
の
職
業 

有効求人数（人） 250 322 426 373 397 556 538 

有効求職者数（人） 100 118 80 66 97 126 120 

有効求人倍率 2.50  2.73  5.33  5.65  4.09  4.41  4.48  

う
ち
食
料
品 

有効求人数（人） ― ― ― ― ― ― ― 

有効求職者数（人） ― ― ― ― ― ― ― 

有効求人倍率 ― ― ― ― ― ― ― 

土
木
の
職
業 

有効求人数（人） 70  63  74  67  78  74  66  

有効求職者数（人） 47  50  47  38  51  41  37  

有効求人倍率 1.49  1.26  1.57  1.76  1.53  1.80  1.78  

運
輸･

通
信
の
職
業 

有効求人数（人） ― ― ― ― ― ― ― 

有効求職者数（人） ― ― ― ― ― ― ― 

有効求人倍率 ― ― ― ― ― ― ― 

※ 気仙沼公共職業安定所管内／常用的フルタイムと常用的パートタイムを合算したものです。（臨時的雇用を除く） 
※ 平成 25 年 4 月分から職業分類が以下のとおり改訂 
    改訂前（～平成 25 年 3 月分）      改訂後（平成 25 年 4月分～） 
   ・製造の職業          →    製品製造・加工処理 
   ・うち食料品 運輸・通信の職業  →    削除 
※出典 宮城労働局 http://miyagi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/jirei_toukei/kyujin_kyushoku/toukei.html  
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用途別有収水量 
 

 

大分類 

平成 22 年 

1１月 

平成 23 年 

1１月 

平成 24 年 

1１月 

平成 25 年 

1１月 

平成 26 年 

1１月 

平成 22 年（震災前）との比較 

H23 H24 H25 H26 

家  事 410,151 ㎥ 342,000 ㎥ 359,466 ㎥ 358,923 ㎥ 409,738 ㎥ 83.4% 87.6% 87.5% 99.9% 

営  業 134,850 ㎥ 90,495㎥ 99,124㎥ 105,827 ㎥ 116,991 ㎥ 67.1% 73.5% 78.5% 86.8% 

団  体 23,248㎥ 18,211㎥ 20,010㎥ 16,625㎥ 18,196㎥ 78.3% 86.1% 71.5% 78.3% 

工  業 135,282 ㎥ 32,043㎥ 59,611㎥ 87,434㎥ 91,895㎥ 23.7% 44.1% 64.6% 67.9% 

湯  屋 841㎥ 874㎥ 916㎥ 769㎥ 2,544㎥ 103.9% 108.9% 91.4% 302.5% 

公  衆 2,433㎥ 1,793㎥ 1,566㎥ 1,850㎥ 2,019㎥ 73.7% 64.4% 76.0% 83.0% 

プ ー ル 510㎥ 0㎥ 79㎥ 0㎥ 2㎥ 0.0% 15.5% 0.0% 0.4% 

船舶給水 23,582㎥ 5,672㎥ 12,405㎥ 20,791㎥ 12,270㎥ 24.1% 52.6% 88.2% 52.0% 

臨時用・その他 59㎥ 0㎥ 5㎥ 3㎥ 2㎥ 0.0% 8.5% 5.1% 3.4% 

合  計 730,956 ㎥ 491,088 ㎥ 553,182 ㎥ 592,222 ㎥ 653,657 ㎥ 67.2% 75.7% 81.0% 89.4% 

 
 

 

大分類 

平成 27 年 

1１月 

平成 28 年 

1１月 

平成 22 年（震災前）との比較 

H27 H28 

家  事 412,672 ㎥ 358,768 ㎥ 100.6% 87.5% 

営  業 118,022 ㎥ 101,551 ㎥ 87.5% 75.3% 

団  体 18,148㎥ 18,594㎥ 78.1% 80.0% 

工  業 90,639㎥ 95,535㎥ 67.0% 70.6% 

湯  屋 2,511㎥ 2,818㎥ 298.6% 335.1% 

公  衆 2,139㎥ 1,829㎥ 87.9% 75.2% 

プ ー ル 20㎥ 0㎥ 3.9% 0.0% 

船舶給水 10,225㎥ 15,819㎥ 43.4% 67.1% 

臨時用・その他 431㎥ 60㎥ 730.5% 101.7% 

合  計 654,807 ㎥ 594,974 ㎥ 89.6% 81.4% 

※ 有収水量とは，料金収入の対象となった水道水の量のことをいいます。 
※ 大分類に含まれる用途は次のとおりです。 

   家事：一般住宅，集合住宅  営業：飲食店関係，販売関係，小売商店等，医療機関，宿泊施設 など  
   団体：官公署，学校 など 工業：水産加工関係，製氷関係，冷凍工場冷蔵関係，食品製造業，その他工業 
   公衆：公園等，公衆トイレ，神社その他 
   
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

水道の有収水量（工業）の推移 

震災発生 

㎥ 
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電気の使用状況                      (東北電力㈱気仙沼営業所) 

 平成22年3月(A) 平成27年3月 平成28年3月(B) 比較(B/A) 

市

全

体 

単月 
契約数 46,474 件 42,905 件 44,499 件 95.8% 

エネルギー消費量（電気） 34,290 千 kWh 23,191 千ｋWh  30,096 千ｋWh 87.8% 

半期(10～3 月) エネルギー消費量（電気） 203,265 千 kWh 167,588 千 kWh 170,934 千 kWh 84.1% 

家

庭

用 

単月 
契約数 31,140 件 30,221 件 30,236 件 97.1% 

エネルギー消費量（電気） 13,418 千 kWh 12,127 千 kWh 12,423 千 kWh 92.6% 

半期(10～3 月) エネルギー消費量（電気） 72,909 千 kWh 67,605 千 kWh 67,432 千 kWh 92.5% 

産

業

用 

単月 
契約数 3,903 件 2,898 件 3,000 件 76.9% 

エネルギー消費量（電気） 11,309 千 kWh 7,360 千 kWh 8,299 千 kWh 73.4% 

半期(10～3 月) エネルギー消費量（電気） 73,952 千 kWh 46,400 千 kWh 49,773 千 kWh 67.3% 

   ※ 家庭用：主に家庭で使用されている契約メニューの実績を合算したものです。 
   ※ 産業用：主に工場等で使用されている契約メニューの実績を合算したものです。 
   ※ kWh＝キロワットアワー（キロワット時） 
 

再生可能エネルギーの導入状況              (東北電力㈱気仙沼営業所) 

 平成22年9月(A) 平成27年3月 平成28年3月(B) 比較(B/A) 

太陽光発電 

契約数（月末時点） 189 件 1,559 件 1,996 件 1,056.1% 

発電設備容量（月末時点） 701.0kW 11,467.0kW 18,168kW 2,591.7% 

購入電力量（月） 41,119kWh 828,665kWh 1,347,778kWh 32,777.5% 

   ※ 購入電力量：東北電力㈱が買い取った電力量（発電電力量－自家消費電力量）のことをいいます。 
 
 

【観光】 
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

※H21 年に気仙沼市と旧本吉町が合併しました。 

 

 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 

観光客入込

数（人） 
2,540,589 432,600 784,450 1,019,400 1,238,100 1,351,400 

H22 年比 

(％) 
- 17.0 30.9 40.1 48.7 53.2 

 

 

震災発生 

気仙沼市・旧本吉町合併 
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【教育】 
学校施設復旧状況 【平成 25 年度末復旧完了】 

種別 被災校数 閉校 復旧完了 
復旧中 

計 
大規模 小規模 

小学校 21 2 19 0 0 21 

中学校 13 0 13 0 0 13 

計 34 2 32 0 0 34 

※ 閉校の 2校については、南気仙沼小学校、浦島小学校です。 

 

【保健福祉】 
生活保護世帯・人員数 

 
平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 

２月 ８月 ２月 ８月 ２月 ８月 ２月 ８月 

保護世帯数(世帯) 378 348 265 247 259 282 295 303 

保護人員数（人） 483 441 330 312 327 346 360 371 

 

 
平成 27 年 平成 28 年 

２月 ８月 2 月 ８月 

保護世帯数(世帯) 314 328 334 332 

保護人員数（人） 386 409 412 415 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

震災発生 生活保護世帯・人員数の推移 

H23         H24       H25         H26               H27             H28 

震災発生 



- 11 - 

国民健康保険被保険者の状況 
 

 
    
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 世帯数・被保険者数とも、平成２３年５月をピークに、その後減少に転じています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

市内医療機関の被災状況及び再開状況(平成 28 年 11 月末日現在) 

 
震災前 

件数 

被災 

なし 

被災状況の内訳 
廃業・未再開 

件数 

新設 

件数 

震災後

件数 

再開率 

（震災後／震災前） 被災 
件数 

被災後 
再開件数 

病院 6 3 3 3 0 0 6 100.00% 

診療所 28 8 20 15 5 2 25 89.29% 

歯科 26 11 15 12 4 0 22 84.62% 

合計 60 22 38 30 9 2 53 88.33% 
 
 

【災害復旧事業等】 
 

住宅再建等事業                    (平成28年11月末日現在) 
事業名 整備計画数 設計等発注数 工事着手数 完了数 

防災集団移転 

区 画 整 備 
910 区画 910 区画 910 区画  100％ 895 区画 98.4％  

災 

害 

公 

営 

住 

宅 

整 

備 

市街地 
1,327 戸 

※調整中 
1,327 戸 

1,327 戸  100％ 

※請負業者確定戸数 
1,090戸  82.1％ 

郊 外 
802 戸 

※調整中 
802 戸 

  760 戸   94.8％ 

※譲渡契約締結戸数 
486 戸  60.6％ 

計 2,129 戸 2,129 戸   

※「％」の数値は整備計画数に対する工事着手数・完了数の割合です。 

 
平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 

２月 ５月※ ８月 ２月 ８月 ２月 ８月 ２月 ８月 

世帯数（世帯） 13,279 14,741 14,438 13,911 13,342 12,889 12,493 12,263 12,143 

被保険者数（人） 24,449 28,847 27,719 26,045 24,364 23,166 22,006 21,408 20,893 

 
平成 27 年 平成 28 年 

２月 ８月 11 月 ２月 ８月 11 月 

世帯数（世帯） 11,875 11,697 11,517 11,445 11,170 10,938 

被保険者数（人） 20,283 19,594 19,170 18,962 18,312 17,806 

国民健康保険被保険者及び世帯数の推移 震災発生 

H23          H24          H25          H26                   H27                H28 
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各種災害復旧事業                  （平成 28 年 11 末日現在） 

事業名 復旧･整備 

計画数Ａ 

着手数 

Ｂ 

着手割合 

Ｂ/Ａ 

完了数 

Ｃ 

進捗率Ｃ/Ａ 

津波防災施設整備 

（防潮堤） 
109 箇所 62 箇所 56.9% 13 箇所 11.9% 

    

農地復旧 330ha 328ha 99.3% 
257ha 

※自力復旧等を含む 
77.9% 

    

被災道路等復旧 

（本復旧） 
92.3km 55.8km 60.4% 46.0 ㎞ 49.8% 

 
   

被災道路等仮舗装 

（応急復旧） 
23.0km 23.0km 100% 23.0km 100% 

 
   

下水道施設復旧 

（管） 
51.2km 40.4km 78.9% 18.9km 36.9% 

    

 
※ 農地復旧は営農再開に向けた農地としての復旧(進捗）率としています。 
※ 下水道施設は、現在、終末処理場及び１箇所の仮設処理場で供用区域の汚水を処理しています。 

  

漁港災害復旧事業（市 31 漁港中）           (平成 28 年 11 月末日現在) 

区  分 対象漁港 A 実績値 B 進捗率 B/A 

潮位にかかわらず陸揚げが可能な漁港数 24 漁港 24 漁港 100% 

海岸施設の本格的な復旧工事に着工した漁港数  10 漁港  4 漁港 40% 

漁港施設の本格的な復旧工事に着工した漁港数  30 漁港 30 漁港 100% 

 

沿岸漁業                      (平成 28 年 11 月末日現在) 

区 分 被災数 復旧･整備計画数Ａ 復旧数 B 復旧率 B/A 

漁船（3,633 隻中） 3,164 隻  1,354 隻  1,260 隻  93.1% 

養殖施設 18,000 台  7,695 台  7,606 台  98.8% 

 

災害廃棄物（がれき）処理実績              (平成 26 年 3 月 31 日) 

がれき推計量 A 処理量 B 処理率 B/A 

111.4 万ｔ 111.4 万ｔ 100.0％ 
 

0%  25%  50%  75% 


